申立書送付表書
ここに添付されているのは、貴殿および世界知的財産所有権 (World Intellectual Property Organization (WIPO)) 仲裁調停センター (Arbitration and Mediation Center)（以下、「センター」）に対し、the Internet Corporation for Assigned Names and Numbers (以下、「ICANN」)が1999年10月24日に承認し たドメイン名紛争統一処理方針（以下、「処理方針」）、ドメイン名紛争統一処理方針のための手続規則（以下､｢手続規則｣）、WIPOドメイン名紛争統一処理方針補則（以下､｢補則｣）に従って提出された申立書です。
処理方針は、貴殿のドメイン名に係わる貴殿と登録機関との登録合意書において、引用によって組み込まれています。貴殿は、処理方針に基づき、貴殿が登録したドメイン名に関して第三者（申立人）がセンター等の紛争処理機関に対して申立てを提起した場合には、強制紛争処理手続に従うように要請されています。申立人の氏名および連絡先の細目ならびに申立ての対象となっているドメイン名については、この表書に付随する文書中に記載されています。 

貴殿は、現時点においては何らの行為を行う義務も負ってはいません。処理方針、手続規則、補則が規定する形式的要件を本申立書が満たしているか否かをセンターが調査し、規定された手数料の支払をセンターが申立人から受けた時点で、センターは正式な申立書の写しを貴殿に送付します。その時点から20日（暦日）以内に、貴殿は、手続規則および補則に従い、答弁書をセンターおよび申立人に対して提出して下さい。また、貴殿は紛争処理手続に置いて貴殿の代理を務める法的代理人の補助を求めることも可能です。 

· 処理方針については、<http://arbiter.wipo.int/domains/rules/> を見て下さい。
· 手続規則については、<http://arbiter.wipo.int/domains/rules/> を見て下さい。
· 補則、およびドメイン名紛争処理に関するその他の情報については、
       <http://arbiter.wipo.int/domains/rules/>を見て下さい。
· モデル答弁書については、<http://arbiter.wipo.int/domains/respondent/index-ja.html.> を見てください。
上記の文書については、センターに連絡して入手することもできます。センター（スイス・ジュネーブ）への連絡に際しては、（電話）+41 22 338 8247

、（ファクシミリ ）+41 22 7403700、または（電子メール）<domain.disputes

@wipo.int> をご利用下さい。
(a)正式と見なされる申立書、(b)紛争処理手続におけるその他の通知の送付先として希望する連絡先の細目について、センターに通知して下さい。 

本申立書の写しは、本申立ての対象となるドメイン名が登録されている登録機関に対しても送付されています。
センターに対して本申立てを提起するにあたり、申立人は、処理方針、手続規則、および補則の規定を遵守することに同意します。
世界知的所有権機関 仲裁調停センター　御中
[申立人の氏名および住所]




(申立人)



-対-


争われるドメイン名:

[被申立て人の氏名および住所]


(被申立人)
[<ドメイン名>]



申立書
(手続規則第 3条(b)項)
I.
序
[1.]
　本申立書は、the Internet Corporation for Assigned Names and Numbers (以下、「ICANN」)が1999年10月24日に承認したドメイン名紛争統一処理方針（以下、「処理方針」）、ICANNが1999年10月24日に承認したドメイン名紛争統一処理方針のための手続規則（以下、「手続規則」）およびWIPOドメイン名紛争統一処理方針補則（以下、「補則」）に従って、 ここに提出されるものです。
II.  当事者
A.  申立人   

（手続規則第3条(b)項(ii)、(iii)）
[2.]
本件紛争処理手続における申立人は、以下の通りです:[氏名を提示し、関連がある場合、法的地位、法人の所在地、および主たる事業所の所在地も提示]

[3.]
申立人の連絡先の細目：
住所:

[郵送先を記入]
電話:

[電話番号を記入]

ファクシミリ:
[ファクシミリ番号を記入]
電子メール：
[電子メールアドレスを記入]

[申立人が複数存在する場合には、各々の申立人について上記の情報を提供し、その申立人の相互関係および各々の申立人が共同申立人になるために、問題となっているドメイン名に関して共通した利益を有している理由ついても記述すること。]
[4.]
紛争処理手続において申立人の権限ある代理人：
[関連がある場合、権限ある代理人の連絡先となるすべての細目を提供すること。この細目は、権限ある代理人の郵送先住所、電話番号、ファクシミリ番号、電子メールアドレスを含む。権限ある代理人が複数存在する場合には、各々の代理人についての連絡先の細目を提供すること。]

[5.]
紛争処理手続における申立人に対する通知に関して、申立人が選択する通知方法：


電子形態のみによる資料


方法：
電子メール
宛先：
[電子メールアドレスを一つ指定]

連絡先：
[連絡先となる人の氏名(1名)を記入]



文書形態による資料


方法：
[いずれか一つを指定：ファクシミリ、郵送/宅配便]

宛先：
[利用可能な場合には、住所を一つ指定]

ファクシミリ：
[ファクシミリ番号を指定]

連絡先：　[連絡先となる人の氏名(1名)を記入]

B.  被申立人
（手続規則第3条(b)項(v)）
[6.]
 [申立書に記載された個人または団体を被申立人として特定した理由を記入。例：関連する登録機関のWhoisデータベース（関連する登録機関は、Internicデータベース< http://www.internic.net/whois.html>で見られます。）]によれば、本件紛争処理手続における被申立人は、[被申立人（ドメイン名保有者）を指定。氏名を含み、かつ関連がある場合には、法的地位、法人の所在地、主たる事業所の所在地、または居住地も含む]です。[日付]に実施したデータベース検索結果の出力の写しを付録[付録番号]として提出します。
 [7.]　申立人が知る限りでの被申立人の連絡先に関する情報：
[被申立人の連絡先となるすべての細目（郵送先住所、電話番号、ファクシミリ番号、電子メールアドレス）を提示。申立てを提起する前の交渉において通知可能であった連絡先やWhois検索サービスにより得られる連絡先も含む。] 

[被申立人が複数存在する場合には、各々の被申立人について連絡先の細目を提供し、これらの被申立人は一つの申立ての中で併合して扱われるべきとなった、その関係について記述すること。]

III.  ドメイン名と登録機関
（手続規則第3条(b)項(vi)、(vii)）
[8.]
本件紛争は、以下に掲げるドメイン名に係わっています： 


[問題となるドメイン名を正確に記入]

[9.]
該当するドメイン名が登録されている登録機関： 

 [該当するドメイン名が登録されている登録機関の名前および連絡先のすべての細目を提示]

IV.
紛争処理手続の管轄上の根拠
（手続規則第3条(a)項、(b)項(xv)）
[10.]
本件紛争に対しては処理方針の効力が及んでおり、紛争処理パネルは本件紛争を裁定する管轄権を有しています。本申立ての対象となっているドメイン名の登録は登録合意書に従っており、本登録合意書には処理方針が組み込まれています。[関連がある場合、当該ドメイン名が登録された日付、および、当該ドメイン名に対して処理方針の適用を認める登録合意書を記述。]　問題となっているドメイン名に対して適用されるドメイン名紛争処理方針の真正かつ正確な写しは、本申立書の付録[付録番号]として提出します。
V.
事実に関する根拠および法的根拠
（処理方針第4条(a)項、(b)項、(c)項、手続規則第3条）
[この第V節の字数は、WIPO補則第10条(a)項の規定に従い、5000語を超えてはなりません。申立人の主張を補強する関係書類については、申立書の付録として提出し、一覧表による目録を付さねばなりません。補強証拠として参照した判例または注釈の写しについては、省略をしない完全な引用の形で提出しなければなりません。]

[11.]
本申立ては、以下に掲げる根拠に基づいています：
A. ドメイン名は、申立て人が有する商標および役務商標（サービスマーク）に同一または混同させるような類似性を有している；
(処理方針第4条(a)項(i)、手続規則第3条(b)項(viii)、(b)項(ix)(1)）
· [手続規則第3条(b)項(viii)に従い、申立ての根拠となる商標および役務商標（サービスマーク）を列挙し、それぞれの標章につき、当該標章に関係する商品または役務（サービス）がある場合、それらを記述。申立人が、将来、当該標章を用いることを意図している商品または役務（サービス）についても別途記述することができる。可能な場合には、関連する標章についての登録証明書の写しを添付すること。] 

[手続規則第3条(b)項(ix) (1)に従い、当該ドメイン名は、 申立人が権 利を有する商標または役務商標（サービスマーク）と、どのような点で同一または混同させるような類似性を有しているのか、についての記述を含めること。]  

Ｂ．被申立人は、当該ドメイン名について権利または正当な利益を有さない；
（処理方針第4条(a)項(ii)、手続規則第3条(b)項(ix)(2)）
[手続規則第3条(b)項(ix)(2)に従い、被申立人は申立ての対象となっているドメイン名について権利または正当な利益を有していないと思われる理由を述べなさい。処理方針第4条(c)項の中で言われている以下に掲げる関連事項に対して特に注意を払うこと：
-
本件紛争におけるドメイン名登録者が、この紛争について何らかの 通知を受ける以前に、善意による商品もしくは役務（サービス）の提供を行うために、当該ドメイン名もしくはこれに対応する名称を使用していたか、または、使用のための明白な準備をしていたという証拠があるか否か；
-
当該ドメイン名登録者が（個人、会社または団体として）、その商 標または役務商標（サービスマーク）に関する権利を取得していなくても、そのドメイン名の名称で一般に知られていたか否か； 

-
当該ドメイン名登録者が当該ドメイン名を、正当にして非商業的に または公正に使用しており、その際に、消費者の誤認を惹き起こすことにより商業的利益を得る、または、当該商標もしくは役務商標（サービスマーク）の価値を毀損する意図を有していたか否か。]

C．当該ドメイン名は、不正の目的で登録かつ使用されている；
（処理方針第4条(a)項(iii)、(b)項、手続規則第3条(b)項(ix)(3)）
[手続規則第3条(b)項(ix)(3)に従い、被申立人によって、不正の目的で登録かつ使用されていると思われる理由を述べなさい。処理方針第4条(b)項の中で言われている以下に掲げる関連事項に対して特に注意を払うこと：
-
商標権者または役務商標（サービスマーク）権者（通常は、本件申 立人）もしくはその申立人の競業者に、ドメイン名登録者が当該ドメイン名を取得するために直接に要した支払金額を超える対価で、販売、貸与、または移転することを主たる目的として、当該ドメイン名が登録または取得されたことを示す事情；
-
商標権者または役務商標（サービスマーク）権者が 商標をドメイ ン名として使用することを妨げるために、当該ドメイン名が登録されたのか否か。ただし、これは当該ドメイン名登録者がその行為を繰り返している場合に限る；
-
競業者の事業を混乱させることを主たる目的として、当該ドメイン 名が登録されたのか否か； 

-
当該ドメイン名登録者が、当該ドメイン名の使用によって、商業的 利益を得るために、そのウェブサイトもしくはオンラインロケーションの、あるいは、それらに登場する製品または役務（サービス）の出所、スポンサーシップ、取引提携関係、推奨について、申立人の標章との混同のおそれを生じさせて、インターネットのユーザーをそのウェブサイトもしくはその他のオンラインロケーションに、誘導しようと意図的に企てたか否か。]

VI.  申立人の求める救済措置 

 （手続規則第3条(b)項(x)）
[12.] 処理方針第4条(i)項に従い、上記第V節に掲げた理由により、申立人は、 本件紛争処理手続において指名される紛争処理パネルに対して、[問題となる各々のドメイン名ついて以下の一つを選択：「<問題となるドメイン名>を申立人に移転する裁定／取り消す裁定」を下すことを求めます」]。
VII.  紛争処理パネル
（手続規則第3条(b)項(iv)）
[13.]
申立人は、本件紛争において[いずれか一方を選択：「1名構成の紛争処 理パネル／3名構成の紛争処理パネル」]が裁定を下すことを選択します。
[  ].
[3名構成の紛争処理パネルを指名する場合、申立人は3名の氏名を提示し なければなりません。手続規則第6条および補則第7条に従い、センターは、この3名の中から1名を紛争処理パネルに指名するよう努めます。この3名の候補者の氏名は、センターまたはICANNが認定したその他の紛争処理機関が公表しているパネリスト候補者リスト<http://arbiter.wipo.int/domains/panel/panelists.html>から選ぶことができます。] 

VIII.  合意裁判管轄
（手続規則第3条(b)項(xiii)）
[14.]
手続規則第3条(b)項(xiii)に従い、申立人は、紛争処理パネルによる当該 ドメイン名の移転または取消を命ずる裁定に対して、被申立人からの異議申立てがあった場合、[以下の中から一つ選択：(a) 「関連する登録機 関の主たる事業所の所在地」または、(b) 「WIPOセンターへの申立て提 起の時点で、関連する登録機関のWhoisデータベースに登録されているドメイン名保有者の住所から判明する被申立人の所在地」または、(c) 「関連する登録機関の主たる事業所の所在地とWIPOセンターへの申立て提起の時点で、関連する登録機関のWhoisデータベースに登録されているドメイン名保有者の住所から判明する被申立人の所在地」]の裁判管轄に服することに同意します。合意裁判管轄の選択は、申立ての対象となる各々のドメイン名ついて行わなければなりません。
IX.  その他の法的手続  

（手続規則第3条(b)項(xi)）
[15.] [申立ての対象となっているドメイン名に関連して、本申立て以外に既 に開始されている、あるいは終了した法的手続が存在する場合、それらを記載し、そこで扱われた問題を要約すること。]  

X.  通知方法  

（手続規則第２条(b)、第3条(b)項(xii)、補則第3条、4条）
[16.]
本申立書の写しは、補則が規定する表紙とともに、[日付]に[手続規則第 2条(b)項に基づき、利用した通知方法および連絡先の細目を記入]により被申立人に対して送付されました。
[17.]
本申立書の写しは、[日付]に[利用した通知方法および連絡先の細目を記 入]により登録機関に対して送付されてました。
[18.]  本申立書は、電子形態（付録は添付できないものは除く）、および文書 （原本と4部の写し）をセンターに提出されます。
XI.  支払
（手続規則第19条、補則付録D）
[19.]
手続規則および補則の規定に従って、[支払方法]により[金額]米ドルの支 払いを行いました。
XII.  証明
（手続規則第3条(b)項(xiv)）
[20.]
申立人は、本件ドメイン名の登録に関する請求および救済、紛争または 紛争処理が、ドメイン名保有者のみを相手とするものであり、(a)故意による不法行為を除き、WIPO仲裁調停センターおよびパネリスト、(b)登録機関、(c)登録管理者、および(d)ICANN、並びにそれらの理事、役職者、従業員および代理人に対する一切の請求および救済を放棄することに同意します。
[21.]
申立人は、この申立書に記載されている情報は、申立人が知りうる限り において、完全かつ正確なものであり、この申立てが嫌がらせなど不当な目的のためになされているものではなく、この申立書における主張が、手続規則、および、準拠法（誠実かつ合理的な根拠に基づく解釈を含む）により裏付けられていることを保証します。 

（以上）
___________________

[氏名／署名（印）]

提出日: ______________
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